
 

 

平成17年３月期   個別財務諸表の概要           平成17年５月20日 

上 場 会 社 名   ＧＭＢ株式会社 上場取引所     大証第二部 

コ ー ド 番 号   ７２１４ 本社所在都道府県  奈良県 

（ＵＲＬ http://www.gmb.jp ） 

代 表 者  役職名 代表取締役社長     氏名 松岡 信夫 

問 合 せ 先 責 任 者  役職名 執行役員経営管理室長  氏名 阪口 有一    TEL (0745)44－1911 

決算取締役会開催日 平成17年５月20日      中間配当制度の有無 有  

配当支払開始予定日 平成17年６月27日      定時株主総会開催日 平成17年６月24日 

単元株制度採用の有無 有（１単元 100株） 

 

１ 17年３月期の業績（平成16年４月１日～平成17年３月31日）         （百万円未満切捨て） 

(1) 経営成績 

 売上高 営業利益 経常利益 

 百万円   ％ 百万円   ％ 百万円   ％

17年３月期 16,251 0.2 940 △25.3 1,331 12.9 

16年３月期 16,219 5.3 1,258 △29.3 1,179 △28.6 

 

 当期純利益 
１株当たり

当期純利益

潜在株式調整後

１株当たり当期純利益

株主資本

当期純利益率

総 資 本 

経常利益率 

売 上 高

経常利益率

 百万円   ％ 円  銭 円  銭 ％ ％ ％

17年３月期 790 21.5 156 36 ――― 6.7 6.3 8.2 

16年３月期 650 △32.4 2,012 56 ――― 6.2 5.6 7.3 

(注)①期中平均株式数    17年３月期   4,891,882株     16年３月期    308,020株 

②会計処理の方法の変更 無 

③売上高，営業利益，経常利益，当期純利益におけるパーセント表示は，対前期増減率 

 

(2) 配当状況 

１株当たり年間配当金 
 

 中 間 期 末 

配当金総額 

(年 間) 
配当性向 

株主資本 

配 当 率 

 円  銭 円  銭 円  銭 百万円 ％ ％

17年３月期 30 00 ――― 30 00 156 19.2 1.2 

16年３月期 180 00 ――― 180 00 56 8.9 0.5 

(注)17年３月期期末配当金の内訳 普通配当 25円00銭 記念配当  5円00銭 

 

(3) 財政状態 

 総資産 株主資本 株主資本比率 １株当たり株主資本

 百万円 百万円 ％ 円   銭

17年３月期 21,498 12,810 59.6 2,452 90 

16年３月期 20,735 10,927 52.7 34,332 88 

(注)①期末発行済株式数   17年３月期  5,212,440株     16年３月期    317,496株 

②期末自己株式数    17年３月期      50株     16年３月期      －株 

 

２ 18年３月期の業績予想（平成17年４月１日～平成18年３月31日） 

１株当たり年間配当金 
 売上高 経常利益 当期純利益 

中 間 期 末  

 百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭

中間期 8,400 570 340 15 00 ――― ――― 

通 期 16,800 1,250 750 ――― 15 00  30 00 

（参考）１株当たり予想当期純利益(通期)143円89銭 

 

 

 

 

※ 上記の業績予想につきましては、発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであります。

実際の業績は、今後の様々な要因によって予想数値と異なる結果となる可能性があります。 
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zenda
新規スタンプ



 

１．財務諸表等 

（１）財務諸表 

①貸借対照表 

  
前事業年度 

（平成16年３月31日） 
当事業年度 

（平成17年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資産の部）   

Ⅰ 流動資産   

１．現金及び預金  3,110,430  3,732,152

２．受取手形 ※2 351,201  382,888

３．売掛金 ※2 3,255,747  3,009,602

４．商品  47,317  70,055

５．製品  709,501  657,083

６．原材料  413,507  520,995

７．仕掛品  796,576  744,222

８．貯蔵品  129,003  130,521

９．前渡金  19,262  6,176

10．前払費用  31,731  29,183

11．繰延税金資産  123,061  150,868

12．従業員に対する短期貸付金  820  1,320

13．その他  139,218  128,159

貸倒引当金  △3,037  △554

流動資産合計  9,124,343 44.0  9,562,676 44.5

Ⅱ 固定資産   

(1）有形固定資産 ※1  

１．建物 ※3 1,331,968  1,300,468

２．構築物  71,773  63,730

３．機械及び装置  1,880,828  1,943,339

４．車両運搬具  21,013  15,849

５．工具器具及び備品  319,233  326,433

６．土地 ※3 3,269,640  3,269,640

７．建設仮勘定  38,130  126,069

有形固定資産合計  6,932,587 33.4  7,045,531 32.8
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前事業年度 

（平成16年３月31日） 
当事業年度 

（平成17年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

(2）無形固定資産   

１．電話加入権  4,067  4,067

２．施設利用権  560  1,247

３．ソフトウェア  10,042  8,645

４．ソフトウェア仮勘定  99,755  183,093

無形固定資産合計  114,426 0.6  197,053 0.9

(3）投資その他の資産   

１．投資有価証券  141,307  143,423

２．関係会社株式  3,323,432  3,323,432

３．出資金  1,630  1,630

４．関係会社出資金  802,579  868,525

５．従業員に対する長期貸付金  1,700  2,380

６．破産債権、再生債権、更生債権、
その他これらに準ずる債権 

 29,160  29,160

７．繰延税金資産  83,488  135,829

８．その他  212,084  221,926

貸倒引当金  △31,741  △33,107

投資その他の資産合計  4,563,642 22.0  4,693,200 21.8

固定資産合計  11,610,656 56.0  11,935,785 55.5

Ⅲ 繰延資産   

１．社債発行差金  214  100

繰延資産合計  214 0.0  100 0.0

資産合計  20,735,214 100.0  21,498,562 100.0
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前事業年度 

（平成16年３月31日） 
当事業年度 

（平成17年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（負債の部）   

Ⅰ 流動負債   

１．買掛金 ※2 385,444  557,739

２．短期借入金  1,681,500  1,480,000

３．１年以内返済予定の長期借入金  2,176,603  1,452,184

４．１年以内償還予定の社債  160,000  460,000

５．未払金  285,063  305,281

６．未払費用  259,870  237,695

７．未払法人税等  1,398  417,567

８．前受金  8,908  5,906

９．預り金  37,162  40,074

10．賞与引当金  247,659  224,659

11．製品保証引当金  18,965  42,575

12．設備未払金  81,948  22,428

13．その他  4,400  2,390

流動負債合計  5,348,922 25.8  5,248,502 24.4

Ⅱ 固定負債   

１．社債  1,450,000  990,000

２．長期借入金  2,654,864  2,033,820

３．役員退職慰労引当金  224,300  248,400

４．退職給付引当金  33,007  79,707

５．その他  96,637  87,576

固定負債合計  4,458,808 21.5  3,439,503 16.0

負債合計  9,807,731 47.3  8,688,006 40.4
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前事業年度 

（平成16年３月31日） 
当事業年度 

（平成17年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比
（％）

（資本の部）   

Ⅰ 資本金 ※5 398,498 1.9  838,598 3.9

Ⅱ 資本剰余金   

資本準備金  250,000 988,000 

資本剰余金合計  250,000 1.2  988,000 4.6

Ⅲ 利益剰余金   

１．利益準備金  24,750 24,750 

２．任意積立金   

(1）海外投資等損失準備金  22,274 14,422 

(2）特別償却準備金  112,985 77,463 

(3）為替変動準備金  1,000,000 1,000,000 

(4）別途積立金  7,500,000 8,000,000 

３．当期未処分利益  1,607,464 1,854,666 

利益剰余金合計  10,267,474 49.5  10,971,303 51.0

Ⅳ その他有価証券評価差額金  11,510 0.1  12,778 0.1

Ⅴ 自己株式 ※6 - -  △123 △0.0

資本合計  10,927,483 52.7  12,810,556 59.6

負債・資本合計  20,735,214 100.0  21,498,562 100.0
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②損益計算書 

  
前事業年度 

（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅰ 売上高 ※1  

１．製品売上高  12,661,226 12,215,425 

２．商品売上高  3,558,104 16,219,331 100.0 4,036,356 16,251,782 100.0

Ⅱ 売上原価   

１．製品売上原価   

(1）期首製品棚卸高  850,882 709,501 

(2）当期製品製造原価 ※1 10,471,409 10,271,076 

合計  11,322,292 10,980,578 

(3）期末製品棚卸高  709,501 10,612,790 657,083 10,323,495

２．商品売上原価   

(1）期首商品棚卸高  189,430 47,317 

(2）当期商品仕入高 ※1 2,712,609 3,267,731 

合計  2,902,040 3,315,048 

(3）期末商品棚卸高  47,317 2,854,723 70,055 3,244,993

売上原価合計  13,467,513 83.0  13,568,488 83.5

売上総利益  2,751,817 17.0  2,683,294 16.5

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※2,3 1,493,215 9.2  1,743,255 10.7

営業利益  1,258,601 7.8  940,039 5.8

Ⅳ 営業外収益   

１．受取利息 ※1 17,091 2,983 

２．受取配当金 ※1 254,284 316,401 

３．為替差益  - 131,250 

４．受取ロイヤルティ ※1 - 40,830 

５．その他  26,427 297,803 1.8 40,068 531,535 3.3

Ⅴ 営業外費用   

１．支払利息  109,937 83,087 

２．社債発行差金償却  144 114 

３．手形売却損  16,188 14,014 

４．為替差損  219,409 - 

５．上場関連費用  - 23,737 

６．その他  31,605 377,286 2.3 19,382 140,335 0.9

経常利益  1,179,118 7.3  1,331,239 8.2
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前事業年度 

（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比
（％）

Ⅵ 特別利益   

１．貸倒引当金戻入益  634 634 0.0 1,116 1,116 0.0

Ⅶ 特別損失   

１．固定資産除却損 ※4 19,578 6,811 

２．固定資産売却損 ※5 2,043 - 

３．役員退職慰労金  43,700 65,321 0.4 - 6,811 0.0

税引前当期純利益  1,114,430 6.9  1,325,544 8.2

法人税、住民税及び事業税  446,461 616,535 

法人税等調整額  17,954 464,416 2.9 △80,996 535,538 3.3

当期純利益  650,014 4.0  790,005 4.9

前期繰越利益  957,449  1,064,661

当期未処分利益  1,607,464  1,854,666
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③利益処分案 

  
前事業年度 

（平成16年３月期） 
当事業年度 

（平成17年３月期） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 当期未処分利益   1,607,464  1,854,666 

Ⅱ 任意積立金取崩額      

１．海外投資等損失準備金取崩額  7,851  29,745  

２．特別償却準備金取崩額  35,522 43,373 8,014 37,759 

合計   1,650,837  1,892,426 

Ⅲ 利益処分額      

１．配当金  56,069  156,371  

２．役員賞与金  30,106  25,089  

（うち監査役賞与金）  （-）  （-）  

３．任意積立金      

別途積立金  500,000 586,176 500,000 681,460 

Ⅳ 次期繰越利益   1,064,661  1,210,965 

      

 

（注）１株当たり配当金の内訳 

 平成16年３月期 平成17年３月期 

 年間 中間 期末 年間 中間 期末 

 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

普通株式 180 00 - - 180 00 30 00 - - 30 00

（内訳）    

普通配当 180 00 - - - - 25 00 - - 25 00

記念配当 - - - - - - 5 00 - - 5 00
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重要な会計方針 

 

１．有価証券の評価基準及び評価方法 

(1）その他有価証券 

時価のあるもの 

決算日の市場価格に基づく時価法 

（評価差額は全部資本直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算出しております。） 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

(2）子会社株式 

移動平均法による原価法 

 

２．デリバティブ等の評価基準及び評価方法 

時価法 

 

３．たな卸資産の評価基準及び評価方法 

(1）製品・商品・原材料 

総平均法による原価法 

(2）貯蔵品 

最終仕入原価法 

 

４．固定資産の減価償却の方法 

(1）有形固定資産 

定率法によっております。ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物付属設備を除く）につい

ては、定額法を採用しております。 

主な耐用年数 

建物       ６年～31年 

構築物      ５年～40年 

機械及び装置   ２年～12年 

車両運搬具    ４年～６年 

工具器具及び備品 ２年～15年 

(2）無形固定資産 

定額法によっております。なお、ソフトウェア（自社利用分）については、社内における利用可能期間（主

として５年）に基づく定額法によっております。 

 

５．繰延資産の処理方法 

(1）社債発行差金 

社債償還期間にわたり均等償却 

(2）新株発行費 

支出時に一括費用処理 

 

６．外貨建の資産及び負債の本邦通貨への換算基準 

外貨建金銭債権債務については、決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益として処理し

ております。 

 

７．引当金の計上基準 

(1）貸倒引当金 

債権の貸倒れによる損失に備えるため、回収不能見込額を計上しております。 

① 一般債権 

貸倒実績率によっております。 

② 貸倒懸念債権等 

個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

(2）賞与引当金 

従業員に対する賞与支給に充てるため、将来賞与支給額見込額のうち当期に対応する部分を計上しており

ます。 

(3）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務見込額及び年金資産残高に基づき計

上しております。数理計算上の差異は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（７年）

による定額法により按分した額を翌事業年度から費用処理しております。 

(4）役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備えて、役員退職慰労金規定に基づく期末要支給額を計上しております。 
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(5）製品保証引当金 

製品のクレーム費用の支出に備えるため、過去の実績率をもとに当期の売上に対応して発生する見積額を

計上しております。 

 

８．リース取引の処理方法 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、通常

の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。 

 

９．ヘッジ会計の方法 

(1）ヘッジ会計の方法 

特例処理の条件を充たしている金利スワップについて特例処理を採用しております。 

(2）ヘッジ手段とヘッジ対象 

ヘッジ手段…金利スワップ 

ヘッジ対象…借入金 

(3）ヘッジ方針 

当社内規に基づき、金利リスクの低減のため、対象債務の範囲内でヘッジを行っております。 

(4）ヘッジ有効性評価の方法 

特例処理によっているため、有効性の評価を省略しております。 

 

10．その他財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

(1）消費税等の処理方法 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 

 

 

 

（追加情報） 

前事業年度 
（自 平成15年４月１日 

  至 平成16年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成16年４月１日 

  至 平成17年３月31日） 

───── 

 

「地方税法等の一部を改正する法律」（平成15年法律

第９号）が平成15年３月31日に公布され、平成16年４月

１日以降に開始する事業年度より外形標準課税制度が

導入されたことに伴い、当事業年度から「法人事業税に

おける外形標準課税部分の損益計算書上の表示につい

ての実務上の取扱い」（平成16年２月13日 企業会計基

準委員会 実務対応報告第12号）に従い法人事業税の付

加価値割及び資本割については、販売費及び一般管理費

に計上しております。 

この結果、販売費及び一般管理費が23,324千円増加

し、営業利益、経常利益及び税引前当期純利益が、23,324

千円減少しております。 
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注記事項 

 

（貸借対照表関係） 

前事業年度 
（平成16年３月31日） 

当事業年度 
（平成17年３月31日） 

※１ 有形固定資産の減価償却累計額 ※１ 有形固定資産の減価償却累計額 

12,970,518千円 13,434,914千円

※２ 関係会社に対する資産 

区分掲記された以外で各科目に含まれているもの

は次のとおりであります。 

※２ 関係会社に対する資産及び負債 

区分掲記された以外で各科目に含まれているもの

は次のとおりであります。 
 

受取手形 8,766千円

売掛金 2,110,481 
  

 
受取手形 52,585千円

売掛金 1,947,605 

買掛金 282,962 
  

※３ 担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は次のとおりであります。

※３ 担保資産及び担保付債務 

担保に供している資産は次のとおりであります。
 

建物 1,331,968千円

土地 2,941,310 

計 4,273,278 
  

 
建物 1,103,541千円

土地 2,281,283 

計 3,384,825 
  

担保付債務は次のとおりであります。 担保付債務は次のとおりであります。 
 

社債（１年以内償還予定含む） 500,000千円

長期借入金 
（１年以内返済予定含む） 

4,384,850 

短期借入金 1,427,550 

割引手形 389,532 

計 6,701,932 
  

 
社債（１年以内償還予定含む） 400,000千円

長期借入金 
（１年以内返済予定含む） 

1,784,900 

短期借入金 425,100 

計 2,610,000 
  

 
 ４ 受取手形割引高 793,689千円
  

 
 ４ 受取手形割引高 566,489千円
  

※５ 会社が発行する株式の総数 ※５ 会社が発行する株式の総数 
 

普通株式 528,000株

発行済株式総数 

普通株式 317,496株
  

 
普通株式 19,000,000株

発行済株式総数 

普通株式 5,212,440株
  

 ※６ 保有する自己株式の数 

───────── 普通株式 50株 

 ７ 保証債務 

次の関係会社について、金融機関からの借入及び

リース債務に対し債務保証を行っております。 

 ７ 保証債務 

次の関係会社について、金融機関からの借入及び

リース債務に対し債務保証を行っております。 
 

青島吉明美机械制造有限公司 616,417千円

THAI GMB INDUSTRY CO.,LTD. 282,570 

計 898,987 
  

 
青島吉明美机械制造有限公司 715,180千円

THAI GMB INDUSTRY CO.,LTD. 135,464 

計 850,644 
  

 ８ 配当制限 

商法施行規則第124条第３号に規定する金額は、

11,510千円であります。 

 ８ 配当制限 

商法施行規則第124条第３号に規定する金額は、 

12,778千円であります。 
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（損益計算書関係） 

前事業年度 
（自 平成15年４月１日 
 至 平成16年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成16年４月１日 
 至 平成17年３月31日） 

※１ 関係会社との取引 ※１ 関係会社との取引 
 

売上高 5,734,552千円

材料仕入高 1,264,621 

商品仕入高 1,918,350 

受取配当金 253,492 

受取利息 16,122 
  

 
売上高 5,288,364千円

材料仕入高 1,397,783 

商品仕入高 2,461,586 

受取配当金 315,357 

受取利息 1,656 

受取ロイヤルティ 40,830 
  

※２ 販売費に属する費用のおおよその割合は36％、一

般管理費に属する費用のおおよその割合は64％で

あります。 

主要な費目及び金額は次のとおりであります。 

※２ 販売費に属する費用のおおよその割合は39％、一

般管理費に属する費用のおおよその割合は61％で

あります。 

主要な費目及び金額は次のとおりであります。 
 

給与手当 289,206千円

役員報酬 228,512 

賞与引当金繰入額 22,103 

退職給付費用 14,562 

役員退職慰労引当金繰入額 23,100 

運賃 185,409 

仲介手数料 107,104 

製品保証引当金繰入額 18,965 

減価償却費 14,215 
  

 
給与手当 335,173千円

役員報酬 214,992 

賞与引当金繰入額 29,145 

退職給付費用 15,810 

役員退職慰労引当金繰入額 24,100 

運賃 241,330 

仲介手数料 110,956 

製品保証費 134,022 

製品保証引当金繰入額 42,575 

減価償却費 12,550 
  

※３ 一般管理費に含まれる研究開発費は、56,707千円

であります。 

※３ 一般管理費に含まれる研究開発費は、50,266千円

であります。 

※４ 固定資産除却損の内容は、次のとおりであります。 ※４ 固定資産除却損の内容は、次のとおりであります。
 

機械及び装置 5,450千円

工具器具及び備品 14,127 

計 19,578 
  

 
機械及び装置 5,250千円

工具器具及び備品 1,561 

計 6,811 
  

※５ 固定資産売却損の内容は、次のとおりであります。  
 

機械及び装置 1,045千円

車両運搬具 655 

工具器具及び備品 343 

計 2,043 
  

───────── 
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（２）リース取引 

 

（リース取引関係） 

前事業年度 
（自 平成15年４月１日 
至 平成16年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成16年４月１日 
至 平成17年３月31日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

１．リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 
 

 
取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

期末残高
相当額 
（千円）

車両運搬具 18,918 2,716 16,201

工具器具及び
備品 

8,993 2,858 6,135

無形固定資産 3,726 2,173 1,552

合計 31,638 7,748 23,889

  

 

 
取得価額
相当額 
（千円） 

減価償却
累計額相
当額 
（千円） 

期末残高
相当額 
（千円）

車両運搬具 18,918 7,858 11,059

工具器具及び
備品 

13,137 5,433 7,703

無形固定資産 3,726 2,919 807

合計 35,782 16,211 19,570

  
（注）取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が有

形固定資産の期末残高等に占める割合が低いため、

支払利子込み法により算定しております。 

同左 

２．未経過リース料期末残高相当額 ２．未経過リース料期末残高相当額 
 

１年内 7,686千円

１年超 16,203千円

合計 23,889千円
  

 
１年内 8,722千円

１年超 10,848千円

合計 19,570千円
  

（注）未経過リース料期末残高相当額は、未経過リース

料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占める割

合が低いため、支払利子込み法により算定しており

ます。 

同左 

３．支払リース料及び減価償却費相当額 ３．支払リース料及び減価償却費相当額 
 

支払リース料 14,405千円

減価償却費相当額 14,405千円
  

 
支払リース料 8,463千円

減価償却費相当額 8,463千円
  

４．減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

４．減価償却費相当額の算定方法 

同左 

 
 

 

 

 

 

（３）有価証券関係 

 

 前事業年度（自平成15年４月１日 至平成16年３月31日）及び当事業年度（自平成16年４月１日 至平成17年３

月31日）における子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 
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（４）税効果会計関係 

 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別内訳 
 
①流動の部 (単位：千円)

賞与引当金 90,088

未払社会保険料 11,530

未払事業税 32,177

製品保証引当金 17,072

繰延税金資産合計 150,868
   

②固定の部 

繰延税金資産 

役員退職慰労引当金 99,608

貸倒引当金 12,227

その他投資 2,726

ゴルフ会員権 22,961

投資有価証券 11,132

退職給付費用 31,962

繰延税金資産合計 180,618
   

繰延税金負債 

特別償却準備金 △31,944

海外投資損失準備金  △4,290

その他有価証券評価差額金 △8,554

繰延税金負債合計 △44,789

繰延税金資産の純額 135,829
  
２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の主な項目別の内訳 

法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異が法定実効税率の100分の5以下であるため

記載しておりません。 

 

 

 

（５）１株当たり指標の遡及修正 

 

  決算短信に記載されている１株当たり指標を17年３月期の数値を100として，これまでに実施した株式分割等に

伴う希薄化を修正・調整した数値に表示しますと以下のとおりとなります。 

 平成16年３月期 平成17年３月期 

 中間 期末 中間 期末 

 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

１株当たり当期純利益 106 50 134 17 150 63 156 36

１株当たり配当金 - - 12 00 - - 30 00

１株当たり株主資本 2,280 37 2,288 19 2,425 94 2,452 90

（注）17年３月期に株式分割を実施 

   効力発生日 平成16年４月１日に１：15の株式分割 

 

 

２．役員の異動 

  該当事項はありません。 
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